










非化石

(出典:経済産業省「エネルギー白書2019」（第3節 データで見る各国エネルギー事情）)

我が国と主要国の電源構成

日本

日本では、再生可能エネルギーの導入促進策を受けて、再生可能エネル
ギーの比率は拡大傾向にありますが、東日本大震災以降、原子力発電の大半
が停止しており、非化石電源比率が最も低く、電力供給の低炭素度が5か国中
最低となっています。今後、再生可能エネルギーの更なる大量導入と原子力発
電の再稼働が進展していくことによって、非化石の電源比率を高めていくことが、
CO2削減の観点から極めて重要であることがわかります。
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現在執行されている以上の追加
政策は何もとられないケース

温室効果ガスの削減目標など現在発表
されている政策目標が達成され、既存
技術の進展が続くというケース

パリ協定の目標でもある、
気温の上昇を2℃よりも十分
に下げるために必要な措置
を｢逆算した｣シナリオ

(出典:経済産業省「エネルギー白書2019」（第1節 エネルギー需要の概要）)

いずれのシナリオにおいても
エネルギー消費量の削減と炭素排
出の少ない水力を含む再生可能
エネルギーの増加は重要となる

世界のエネルギー需給の展望

国際エネルギー機関（IEA）のシナリオでは、現行政策、公表政策、持続可能開
発の順に、気候変動対策が強くなります｡気候変動対策が強くなるほど低炭素
なエネルギーや技術がより多く利用されるようになるのは想像できるかと思いま
すが、シナリオ分析の結果もそのようになっています。
炭素排出の非常に少ない水力を含む再生可能エネルギーや原子力は、いず

れのシナリオでも増える・増やすことを目指していることが分かります。なかでも
風力や太陽光を中心とした再生可能エネルギーの増加見通しは顕著です｡
現行政策シナリオでも2017年比の1.75倍に、公表政策シナリオでは1.99倍に、
持続可能開発シナリオにいたっては2.44倍に増えることを予測しています｡
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(Energy Security)

(Environment)

(Economic Efficiency)

３Ｓ我が国のエネルギーの今後の方向性
 平成30年に閣議決定された第5次エネルギー基本計画では「⾧期的に安定した持続的・自立的なエネ
ルギー供給により、我が国経済社会の更なる発展と国民生活の向上、世界の持続的な発展への貢献を目
指す」ことを掲げている

 ３Ｅ＋Ｓの原則の下、安定的で負担が少なく、環境に適合したエネルギー需給構造を実現
「３Ｅ＋Ｓ」 「より高度な３Ｅ＋Ｓ」
〇安全最優先（Safety） ＋技術・ガバナンス改革による安全の革新
〇資源自給率（Energy security） ＋技術自給率向上/選択肢の多様化確保
〇環境適合（Environment） ＋脱炭素化への挑戦
〇国民負担抑制（Economic efficiency) ＋自国産業競争力の強化

 2030年に実現を目指すエネルギーミックス水準:再エネ電源構成比率22～24％
主力電源とするため、低コスト化、電力を電力系統に流す時に発生する「系統制約」の克服、不安定な太陽光
発電などの出力をカバーするための「調整力」の確保に取り組む

(出典:経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ
「新しいエネルギー基本計画の概要」）
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